
新かがわ中小企業応援ファンド等事業助成金交付細則 

（海外見本市出展支援事業）（出捐金事業） 

 

（趣旨） 

第１条 新かがわ中小企業応援ファンド等事業助成金（以下「助成金」という。）の交付事業の対象

事業のうち海外見本市出展支援事業（出捐金事業）（以下「助成事業」という。）については、新か

がわ中小企業応援ファンド等事業要領（以下「要領」という。）に定めるもののほか、この細則の

定めるところによる。 

 

（交付の目的） 

第２条 県内中小企業者の海外市場での販路開拓を支援するため、海外で開催される国際見本市等

への出展経費の一部を助成することにより、成長を志向する中小企業者を後押しし、もって地域経

済の活性化に資することを目的とする。 

 

（助成対象事業者等） 

第３条 助成対象事業者は、要領第７条第２項に掲げる中小企業者とする。 

２ 助成対象事業者に、前項の要件を満たす複数の者が共同して海外見本市等に出展する場合の複

数企業又は団体も含むものとする。 

３ 助成対象事業は、海外見本市等への出展事業とし、公募を行うものとする。 

４ 助成対象経費は、別表１の助成対象経費欄に掲げるもののうち、公益財団法人かがわ産業支援財

団（以下「財団」という。）が必要かつ適当と認めるものについて、予算の範囲内において交付す

る。ただし、当該経費に係る消費税及び地方消費税相当額を除くものとする。 

５ 助成事業の期間は、最長で当初の交付決定年度の翌年度の９月３０日までとする。 

６ 助成金の交付を受けようとする者（以下「助成事業者」という。）は、本事業の助成対象経費を、

他の公的な補助金等の対象経費とすることはできない。また、他の公的な補助金等の対象経費とし

た支出経費を本事業の助成対象経費とすることはできない。 

７ 交付決定は、同一年度に、要領第６条第２項別表１に規定する海外見本市出展支援事業（以下

「前期事業」という。）の交付決定を受けていない企業（個人事業主を含む。）に対してできるもの

とする。 

８ 助成金の交付は、要領第７条第７項の規定にかかわらず、事業の完了後、実施状況を確認のうえ、

速やかに支払うものとする。 

 

（助成金の交付決定額） 

第４条 助成金の交付決定額は、交付の対象となる経費の１０分の１０以内であって、かつ、１事業

当たりの上限を８０万円とする。ただし、算出された額に１千円未満の端数が生じた場合は、これ

を切り捨てるものとする。 

 

（助成事業の採択の基準） 



第５条 助成事業は、次の各号に掲げる基準を総合的に勘案し、充足性の高いものから予算の範囲内

で採択するものとする。 

一 海外展開の目的 

二 新規性 

三 市場性・地域性 

四 実現可能性 

五 地域活性化への波及効果 

２ 同一の企業（個人事業主を含む。）が、助成事業又は前期事業の交付決定を前年度に受けている

場合、過去の支援回数・出展効果・成約状況等を精査し、採否を決定する。その際、優先順位は

初回支援の者を優先する。 

 

（助成金の交付申請） 

第６条 助成事業者は、要領第９条第１項第１号に規定する助成金交付申請書に別表２に定める書

類を添え、別に定める日までに提出しなければならない。 

 

（申請の取下げ） 

第７条 要領第９条第１項第６号に規定する財団の定める期日は、助成金の交付決定通知を受けた

日から２０日以内とし、助成事業者は申請の取下げをする旨を記載した書面を財団に提出しなけ

ればならない。 

 

（助成事業の状況報告） 

第８条 助成事業者は、原則として、３月３１日現在における助成事業の遂行状況について、要領第

９条第１項第８号に規定する事業状況報告書を翌月１５日までに財団に提出しなければならない。

ただし、財団が認めた場合はこの限りでない。 

 

（助成事業の内容又は経費の額の変更） 

第９条 助成事業者は、助成事業の内容又は経費の額を変更しようとするときは、あらかじめ、要領

第９条第１項第９号に規定する変更承認申請書を財団に提出し、その承認を受けなければならな

い。ただし、次のいずれかに該当する軽微な変更についてはこの限りでない。 

一 助成事業に要する経費のうち、別表１の助成対象経費の額の２０％以内の変更をする場合 

二 助成の目的及び助成事業の能率に影響を及ぼさない範囲の変更、その他助成事業の細部の変 

更をする場合 

 

（助成事業の実績報告） 

第１０条 助成事業者は、助成事業が完了したときは、助成事業が完了した日から１０日以内に要領

第９条第１項第１１号に規定する助成事業の実績報告書に財団が定める書類を添えて提出しなけ

ればならない。 

２ 要領第９条第１項第１０号の規定による助成事業の廃止の承認を受けた助成事業者は、要領第

９条第１項第１１号に規定する助成事業の実績報告書を財団に提出することができる。 

 

（助成金の額の確定） 



第１１条 財団は、前条により助成事業の実績報告書の提出を受けた場合、実績報告書等の書類の審

査、必要に応じて行う現地調査等により、助成事業の成果が助成金の交付の決定の内容及びこれに

付した条件に適合するものであるかどうかを調査し、適合すると認めたときは、交付すべき助成金

の額を確定し、助成事業者に通知するものとする。 

２ 助成金の確定額は、交付の対象となる経費で助成事業者が助成事業を実施するのに要する経費

の１０分の１０以内であって、かつ、１千円以上交付決定額以下とする。ただし、算出された額に

１千円未満の端数が生じた場合は、これを切り捨てるものとする。 

 

（交付決定の取消し） 

第１２条 助成金交付決定の取消しについては、要領第９条第１項第１５号に定めるもののほか、次

の各号のいずれかに該当する場合においても、交付決定の全部若しくは一部を取り消すことがで

きる。 

一 助成事業を遂行する見込がなくなったとき。 

二 助成事業を廃止したとき。 

２ 要領第９条第１項第１６号イに規定する期限は、助成金の返還命令のなされた日から１０日以

内とする。 

 

（加算金及び延滞金） 

第１３条 要領第９条第１項第１７号及び第１８号に規定する加算金及び延滞金に関し財団が定め

る割合は、年１０．９５％とする。 

２ 要領第９条第１項第１７号の規定により加算金を納付しなければならない場合において、助成

事業者の納付した金額が返還を命ぜられた助成金の額に達するまでは、その納付した金額は、当該

返還を命ぜられた助成金の返還に充てられたものとする。 

 

（助成金の経理等） 

第１４条 財団は、助成金に係る経理についての収支の事実を明確にした証拠書類を整理し、かつ、

これらの書類を助成事業が完了した日の属する会計年度の終了後５年間保存しなければならない。 

２ 助成事業者は、助成金に係る経理について収支を明確にした証拠の書類を整備し、かつ、これ 

らの書類を助成事業が完了した日の属する会計年度の終了後５年間保存しなければならない。 

 

（補則） 

第１５条 この細則に定めるもののほか、必要な事項は、財団が別に定める。 

 

附 則 

この細則は、令和７年６月２日から施行する。 

 



別表１ 

 

 

  

助成対象

事業者 

助成対象経費 

海外見本市等出展に要する経費であって、次に該当するもの。 

経費

区分 
費目 内容 

中小企業

者 

販路 

開拓 

費 

 

ア 会場費 ・会場借料、展示工事費、備品使用料等 

イ 現地通訳費 ・本事業の実施のために依頼した現地通訳に支払われる経

費 

ウ 出展製品等 

輸送費 

・出展製品・パンフレット等の輸送費、輸出入諸掛、保険

料、関税等に要する経費 



別表２ 

適用条項 様式 添付書類 

要領第９条 

第１項第１号 

助成金交付申

請書（様式第１

号） 

ア 事業実施計画書（別紙１） 

イ 直近の納税証明書 

 Ａ 香川県税：「香川県の行う入札参加資格審査等申請用」

の納税証明書 

 Ｂ 消費税及び地方消費税：「その３ 未納税額のない証明

用」の納税証明書 

ウ 事業実態の確認書類 

 【法人の場合】 

 Ａ 法人登記の現在事項証明書又は履歴事項全部証明書 

 Ｂ 直近３期分の財務諸表（貸借対照表、損益計算書、製造

原価報告書、販売費及び一般管理費の明細） 

 【個人事業主の場合】 

 Ｃ 住民票の写し又は住民票記載事項証明書 

 Ｄ 個人事業の開業届出書の控えの写し 

 Ｅ 直近３か年の確定申告書（第一表、第二表、白色申告の

場合は収支内訳書（１・２面）、青色申告の場合は所得税

青色申告決算書（１～４面））の写し 

エ 誓約書（別紙２） 

オ チェックリスト（別紙３） 

要領第９条 

第１項第２号 

助成金交付決

定通知書（様式

第２号） 

 

要領第９条 

第１項第８号 

事業状況報告

書（様式第３

号） 

ア 支出明細書（別紙４） 

要領第９条 

第１項第９号 

助成事業の内

容の変更承認

申請書（様式第

４号） 

ア 経費配分書（別紙５） 

要領第９条 

第１項第１１号 

助成事業の実

績報告書（様式

第６号） 

ア 結果報告書（別紙６） 

イ 支出明細書（別紙４） 

 

 


